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中小規模の自治体における下水道事業の持続
可能性向上に向けた検討業務 

 

 

2 

 委託者：国土交通省  

 受託者：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング 



１．業務目的 
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１．業務目的 
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永久に継続しなければならない 

衰退 

発展 
大牟田  4km 
久留米 40km 



１．業務目的 
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出典：国土交通省「下水道事業の事業管理に関する現状分析と課題より抜粋」 

中小自治体 

1万人未満 
1万人以上 
～5万人未満 

５万人以上 
～10万人未満 

10万人以上 
～30万人未満 

30万人以上 政令指定都市 

大規模自治体 

良 
 
 
 
 
 
悪 



１．業務目的 
中小自治体の現状 
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施設の規模による効率性が得にくいため、 
維持管理費等が割高 

高齢化等により接続率が低い 

中小自治体の下水道事業は厳しい 

小規模 

 施設           経費 

大規模 



１．業務目的 
本委託の目的 
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モデル自治体を選定し、その自治体の 
事業運営や課題を整理・検証する 

全国の中小自治体が事業継続において 
参考となる手掛かりが無いか検討を行う 

モデル自治体：荒尾市 



２．下水道の課題 
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２．下水道の課題 

全国の課題・国の取組み  
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使用料収入の減少 
人口減少 

技術力の低下 
技術伝承が困難 
従事職員の減少 

改築更新費の増大 
施設の老朽化 



使用料収入の減少 
人口減少 

技術力の低下 
技術伝承が困難 
従事職員の減少 

改築更新費の増大 
施設の老朽化 

２．下水道の課題 
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ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの作成 
新技術の導入 
使用料の改定 

広域化共同化 
官民連携 

接続促進 
水洗化率の増加 

技術業務の 
外部委託 

全国の課題・国の取組み  



３．荒尾市の下水道 
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３．荒尾市の下水道 

荒尾市 全国 

面 積 57.37km2 377,907km2 

世帯数 24,127世帯 58,007,536世帯 

人 口 53,098人 127,707,259人 

世帯人数 2.2人／世帯 2.2人／世帯 

人口密度 926人／km2 338人／km2 

年齢比率 年少人口（0～14才） 12.83％ 12.49％ 

生産年齢（15～64才） 53.10％ 60.27％ 

老年人口（65才以上） 34.07％ 27.24％ 

市の○○ 木 小岱松 － 

花 梨の花 桜・菊 

魚 マジャク － 

鳥 シロチドリ キジ 
12 

全 国：平成30年1月 1日現在 
荒尾市：平成30年3月31日現在 荒尾市の概要（基礎情報） 



３．荒尾市の下水道 
荒尾市の概要（人口推移） 
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総人口 

高齢者比率 

桜山・八幡処理区 

供用開始 

大島処理区 

供用開始 

51,544  
49,486  

47,293  
45,050  

H32 H37 H42 H47

資料：下水道事業計画 

15%ﾀﾞｳﾝ 



３．荒尾市の下水道 
施設状況図 
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平成30年3月31日現在 

荒尾市域 

全体計画区域 
未整備 

事業計画区域 
（認可区域） 

整備済 

未整備 



３．荒尾市の下水道 

大島処理区 桜山処理区 八幡処理区 計 

荒尾市 5,737ha 

認可／供用年 Ｓ４７／Ｓ５８ Ｓ４３／Ｓ４８ Ｈ６／Ｓ４９ 

全体計画区域 1,427.5ha 61.3ha 151.0ha 1,639.8ha
（28.5％） 

事業計画区域
（Ａ） 

1,281.7ha 61.3ha 35.7ha 1,378.7ha
（24.0％） 

整備面積 
（Ｂ） 

1,021.9ha 39.2ha 35.7ha 1,096.8ha
（19.1％） 

未整備面積 259.8ha 22.1ha 0ha 281.9ha 

面積整備率 
（Ｂ）÷（Ａ） 

79.7％ 63.9％ 100％ 
 

79.6％ 

主要施設 大島浄化センター 
西原雨水ポンプ場 
大島雨水ポンプ場 
併設雨水ポンプ場 

桜山浄化センター 八幡台浄化センター 汚水管 233.3km 
雨水管 24.8km 

15 

下水道（汚水）整備状況 平成30年3月31日現在 

総事業費：335億円（平成29年度末） 



３．荒尾市の下水道 

大島処理区 桜山処理区 八幡処理区 区域外 計 

行政区人口 
（Ａ） 

35,633人 2,532人 2,295人 12,638人 53,098人 

処理区域人口 
（Ｂ） 
普及率 
（Ｂ）÷（Ａ） 

33,512人 
 

94.0％ 

2,495人 
 

98.5％ 

2,295人 
 

100％ 

38,302人 
 

72.1％ 

水洗化人口 
（Ｃ） 
水洗化率 
（Ｃ）÷（Ｂ） 

29,339人 
 

87.5％ 

2,481人 
 

99.4％ 

2,295人 
 

100％ 

34,115人 
 

89.1％ 
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下水道（汚水）普及率 平成30年3月31日現在 

普及率：全国平均78.8％（福島県を除く） 

 熊本県平均68.2％ 荒尾市72.1％ 



３．荒尾市の下水道 
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下水道（汚水）普及率の推移 
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３．荒尾市の下水道 
汚水施設 
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大島浄化センター 桜山浄化センター 八幡台浄化センター 

供用開始年月 昭和58年3月 昭和48年4月 昭和49年4月 

経過年数 35年 45年 44年 

処理能力 16,700m3／日 1,400m3／日 1,600m3／日 

施設の老朽度 79.2％ 88.0％ 73.4％ 

耐震性能 水処理3系列のみ 無 無 

管渠に関しては耐用年数未超過 



３．荒尾市の下水道 
雨水施設 
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併設雨水ポンプ場 西原雨水ポンプ場 大島雨水ポンプ場 

供用開始年月 昭和56年8月 昭和52年8月 平成9年1月 

経過年数 37年 41年 22年 

処理能力 7.6m3／秒 1.5m3／秒 3m3／秒 

機器の老朽度 92.7％ 94.7％ 95.1％ 

耐震性能 無 無 無 

管渠に関しては耐用年数未超過 



３．荒尾市の下水道 

下水道事業の組織体制 
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企業管理者 

局長 

ｷｭｳｾﾂAQUA㈱ 
大島浄化センター 
併設雨水ポンプ場 
西原雨水ポンプ場 
大島雨水ポンプ場 
扉門（32箇所） 

㈲中央環境管理ｾﾝﾀｰ 
桜山浄化センター 
八幡台浄化センター 
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ（43箇所） 

㈱あらおｳｫｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ 
※上水道受託企業 

排水設備 
使用料徴収 

日本下水道事業団 
施設改築業務 

委託企業 

企業局 

建設課 総務課 

下水道建設係 維持管理係 総務係 政策企画係 



３．荒尾市の下水道 
下水道事業に関わる職員数の推移 
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企業局 

企業会計 

平成26年以降は企業局内下水道職員換算数 

下水道課 

特別会計 
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H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

職員数 

水道事業との 

組織統合 



４．荒尾市下水道の課題 
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４．荒尾市下水道の課題 
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水道事業と課題が
にてるゾウ!! 

⑤専門職員の不足（技術継承・人材育成） 

③使用料の減収対策と使用料の適正化 

④汚水量の増加と処理場の増設 

②下水道未普及地域の対応 

①施設の老朽化 



５．課題の改善 
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５．課題の改善 

  

 

 

   

 

 

25 

改善方針 

再編シナリオ 

・効率化を図り、無駄を省く 
・計画的な整備・運営・管理 
・技術力の確保と保持 
・下水道接続促進 

・維持管理委託の再編 
・維持管理委託内容の拡充 
・下水道処理区（施設）の統合 
・接続促進の強化 



５．課題の改善 
維持管理委託の再編 
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委託業務を見直し 

委託料の圧縮を図る 



５．課題の改善 

維持管理委託内容の拡充 
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民間企業による技術と知識の融合 

事務手続きの簡素化による迅速化 

市町村の技術職員不足と技術継承問題の解消 

市町村 市町村 

修繕・改築 
企業 

修繕・改築 
企業 

維持管理 
企業 

維持管理
企業 

特別目的会社（受託企業） 

発注（仕様） 

監督 
報告・説明    

報告・提案 

工事実施 

技術力・知識 

技術力・知識 

監督 

把握 

モニタリング 



５．課題の改善 

下水道処理区（施設）の統合 
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河川 

海  処理区① 処理区 
② 

処理区 
③ 

海  処理区① 処理区 
① 

処理区 
③ 

河川 

統
合 

統合前 統合後 

処理区を統合することで、施設の改築更新費、維持
管理費を低減することができる。 

＝下水処理場 



５．課題の改善 

接続促進の強化 
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水洗化促進事業 

下水道への接続を
お願いするゾウ 

家も古いし、 
跡継ぎがいないんだゾォ 

年金暮らしで余裕が無いゾォ 

お宅訪問などの頻度を増やし地道にお願いを続ける 



６．まとめ 
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６．まとめ  
再編検討の手順と留意点 
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 中小自治体は多くの課題を抱えており、今
回の検討をとおして、下水道運営のきびしさ
が浮き彫りとなった。固有の事情を考慮しな
がら、持続可能性向上のため、各自治体が
業務の再編検討を行うことは有意義なもの
である。 



６．まとめ  
再編検討の手順と留意点 
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③維持管理・運転業務等との包括化（一体化）検討 

④定量・定性両面での期待効果及び課題の整理 

②同種または類似業務の統合検討 

①既存業務のたな卸し 



６．まとめ 
次回審議会での説明内容 
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 国土交通省による第二弾の業務委託 

 荒尾市下水道事業の具体的な方向性 

包括的民間委託の契約期間の長期化の検討 
に際しての論点及び対応策検討業務 


